
令和７事業年度

財務諸表

（水源林勘定）



（水源林勘定） （単位：円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 12,872,949,858

前払費用 18,209,526

未収入金 22,563,172

賞与引当金見返　（注） 245,578,973

未収還付消費税等 275,776,523

その他の流動資産 63,555,388

13,498,633,440

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

水源林 1,205,359,251,591

建物 46,907,979

減価償却累計額 △ 44,549,936 2,358,043

構築物 173,629,961

減価償却累計額 △ 68,036,996 105,592,965

工具器具備品 128,391,951

減価償却累計額 △ 55,016,946 73,375,005

土地 1,268,738,000

有形固定資産合計 1,206,809,315,604

２ 無形固定資産

商標権 63,812

ソフトウェア 284,086,729

電話加入権 320,000

無形固定資産合計 284,470,541

３ 投資その他の資産

敷金・保証金 266,241,574

投資その他の資産合計 266,241,574

　 固定資産合計 1,207,360,027,719

　 資産合計 1,220,858,661,159

貸　借　対　照　表

（令和８年３月３１日）

  流動資産合計



負債の部

Ⅰ 流動負債

短期借入金 7,146,384,000

リース債務（短期） 1,134,783

未払金 225,280,256

未払費用 11,096,563

預り金 15,987,152

引当金

賞与引当金 245,578,973 245,578,973

仮受金 795,875,569

その他の流動負債 825,000

8,442,162,296

Ⅱ 固定負債

資産見返負債　（注）

　資産見返補助金等 181,574,399 181,574,399

長期借入金 74,839,650,000

リース債務（長期） 4,838,348

引当金

　退職給付引当金 2,316,425,743 2,316,425,743

77,342,488,490

85,784,650,786

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 819,874,659,170

819,874,659,170

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 342,167,473,489

その他行政コスト累計額　（注）

除売却差額相当累計額（△） △ 30,835,804,737 △ 30,835,804,737

311,331,668,752

Ⅲ 利益剰余金

前中長期目標期間繰越積立金　（注） 137,044,215

積立金　（注） 3,071,867,304

当期未処分利益 658,770,932

（うち当期総利益 658,770,932 ）

3,867,682,451

1,135,074,010,373

1,220,858,661,159

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

      　　 負債純資産合計

　利益剰余金合計

　　固定負債合計

          負債合計

　資本剰余金合計

　資本金合計

　　流動負債合計

         純資産合計



（水源林勘定） （単位：円）

Ⅰ

90,009,252

1,931,339,534

54,424,700

29,040,000

1,169,784,470

307,823,809

7,301,625

3,589,723,390

Ⅱ

（注） 2,064,470,233

（注） 110,630,606

2,175,100,839

Ⅲ 行政コスト 5,764,824,229

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

雑 損

減 損 損 失 相 当 額

除 売 却 差 額 相 当 額

その他行政コスト

財 務 費 用

一 般 管 理 費

分 収 造 林 原 価

販 売 ・ 解 約 事 務 費

　その他行政コスト合計

　損益計算書上の費用合計

復 興 促 進 業 務 費

水 源 環 境 林 業 務 費

行政コスト計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

損益計算書上の費用



（水源林勘定） （単位：円）

経常費用

分収造林原価 90,009,252

販売・解約事務費 1,931,339,534

水源環境林業務費 54,424,700

復興促進業務費 29,040,000

一般管理費

人件費 743,630,844

賞与引当金繰入 43,369,683

退職給付費用 21,331,879

減価償却費 36,466,515

賃借料 112,152,421

消耗備品費 4,217,437

諸経費 49,183,331

その他一般管理費 159,432,360 1,169,784,470

財務費用

借入金利息 307,823,809 307,823,809

雑損 7,301,625

3,589,723,390

経常収益

分収造林収入 398,748,554

販売・解約事務費収入 1,931,339,534

国庫補助金等収益　（注） 939,726,502

水源環境林負担金収入 5,442,470

資産見返負債戻入　（注）

資産見返補助金等戻入 36,466,525 36,466,525

賞与引当金見返に係る収益　（注） 43,369,683

財務収益

受取利息 10,698,781 10,698,781

雑益 346,634,464

3,712,426,513

122,703,123

当期純利益 122,703,123

前中長期目標期間繰越積立金取崩額　（注） 536,067,809

当期総利益 658,770,932

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

損　益　計　算　書

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

経常費用合計

経常収益合計

経常利益



（水源林勘定） （単位：円）

減損損失相当累計
額

（△）

除売却差額相当累
計額（△）

うち当期総利益（又
は当期総損失）

当期首残高 811,083,659,170 321,354,476,755 0 △ 28,660,703,898 292,693,772,857 673,112,024 2,389,251,817 682,615,487 - 3,744,979,328 1,107,522,411,355

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

　 出資金の受入 8,791,000,000 8,791,000,000

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

　 固定資産の取得 20,812,996,734 20,812,996,734 20,812,996,734

　 固定資産の除売却 2,064,470,233 △ 2,175,100,839 △ 110,630,606 △ 110,630,606

　 固定資産の減損 △ 2,064,470,233 △ 2,064,470,233 △ 2,064,470,233

Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

（１）利益の処分又は損失の処理

　　 前中長期目標期間からの繰越し 0 0

　　 利益処分による積立て 682,615,487 △ 682,615,487 0 0

(２)その他

　　 当期純利益（又は当期純損失） 122,703,123 122,703,123 122,703,123 122,703,123

　　 前中長期目標期間繰越積立金取崩 △ 536,067,809 536,067,809 536,067,809 0 0

当期変動額合計 8,791,000,000 20,812,996,734 0 △ 2,175,100,839 18,637,895,895 △ 536,067,809 682,615,487 △ 23,844,555 658,770,932 122,703,123 27,551,599,018

当期末残高 819,874,659,170 342,167,473,489 0 △ 30,835,804,737 311,331,668,752 137,044,215 3,071,867,304 658,770,932 658,770,932 3,867,682,451 1,135,074,010,373

その他行政コスト累計額

純資産合計

純資産変動計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

Ⅰ 資本金

政府
出資金

利益剰余金（又は繰
越欠損金）合計

積立金資本剰余金

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金合計

Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）

当期未処分利益（又
は当期未処理損失）

前中長期目標期間
繰越積立金



（水源林勘定）

（単位：円）

Ⅰ

原材料又はサービスの購入による支出 △ 24,032,885,987

人件費支出 △ 3,190,710,897

その他の業務支出 △ 1,776,623,526

消費税還付による収入 265,635,824

造林事業収入 2,481,908,436

国庫補助金等収入 21,798,930,623

補助金等の精算による返還金の支出 △ 195,824

　　　　小計 △ 4,453,941,351

利息の受取額 10,698,781

利息の支払額 △ 304,256,693

△ 4,747,499,263

Ⅱ

定期預金の預入による支出 △ 2,100,000,000

定期預金の払戻による収入 2,100,000,000

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 32,883,859

敷金及び保証金の差入による支出 △ 51,038,259

敷金及び保証金の回収による収入 14,390,700

△ 69,531,418

Ⅲ

長期借入れによる収入 4,200,000,000

長期借入金の返済による支出 △ 7,996,135,000

政府出資金の受入れによる収入 8,791,000,000

リース債務の返済による支出 △ 1,165,869

4,993,699,131

Ⅳ 資金増加額 176,668,450

Ⅴ 資金期首残高 12,696,281,408

Ⅵ 資金期末残高 12,872,949,858

財務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー



（水源林勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 658,770,932

当期総利益 658,770,932

Ⅱ 積立金振替額 137,044,215

前中期目標期間繰越積立金 137,044,215

Ⅲ 利益処分額

積立金 795,815,147 795,815,147

　利益の処分に関する書類



（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物　　　　　　　２～２４年

　　構築物　　　　　　８～１５年

　　工具器具備品　　　４～１５年

（２）無形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　２．引当金の計上基準

（１）賞与引当金の計上基準

　役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上しております。な
お、役職員の賞与については、国庫補助金等により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同額を賞与引
当金見返として計上しております。

（２）退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法

　役職員の退職給付に備えるため、退職給付に関する会計基準、森林研究・整備機構役員退職手当規程及び森林研究・
整備機構職員退職手当支給規程に基づき、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によっ
ております。
　過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)をもって、発生時から定額法により
費用処理を行っております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)をもって、発生
翌年度以降定額法により費用処理を行っております。

　３．水源林の価額

　５．行政コスト計算書の注記における機会費用の計上方法

　６．消費税等の会計処理

　７．その他の重要な事項

　一般管理費の会計処理

　水源林造成事業に関する共通経費は、水源林に計上せず、一般管理費として損益計算書に計上しております。

　政府出資等の機会費用は、資本剰余金相当額を含めた政府出資等の純額に一定利率を乗じて計算しております。

　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

重要な会計方針

　水源林の価額については、独立行政法人会計基準第31に基づき、取得原価をもって、貸借対照表価額とします。

　１．減価償却の会計処理方法

　４．収益及び費用の計上基準

　分収造林収入及び販売･解約事務費収入は、主に造林木の販売による収益及び販売に付随する業務提供による収益であ
り、顧客との販売契約に基づいて造林木を引き渡す履行義務及び引き渡しに付随する業務を提供する履行義務を負っており
ます。当該履行義務は、造林木を引き渡す一時点において、顧客が当該造林木に対する支配を獲得して充足されると判断
し、引渡時点で収益を認識しております。



（１）水源林の価額

①平成20年４月１日に承継した額

円

②平成20年４月１日の承継以降に投資した額

円

円

（行政コスト計算書関係）

（１）独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

円

円

円

　　独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 円

（２）機会費用の計上方法

●国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

円

　資金期末残高 円

（２）重要な非資金取引

ファイナンス・リースによる資産の取得

　工具器具備品 円

　当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間
に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。

29,281,802,747

注記事項

（貸借対照表関係）

831,457,622,890

373,901,628,701

13,870,223,221

（２）その他行政コスト累計額のうち、独立行政法人に対する出資を財源に取得した資産に係る金額

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

（キャッシュ・フロー計算書関係）

7,139,000

機 会 費 用

行 政 コ ス ト

自 己 収 入 等

●政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

　現金及び預金勘定

5,764,824,229

△ 2,692,863,803

26,209,842,321

　10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2.345％で計算しております。

12,872,949,858

12,872,949,858



（１）金融商品の状況に関する事項

（２）金融商品の時価等に関する事項

（単位：円）

（注１）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

①時価をもって貸借対照表計上額としない金融商品

（単位：円）

（注1）時価の算定に用いた評価方法及びインプットの説明

長期借入金（短期借入金を含む）

時　　価

(73,910,875,217)

（金融商品関係）

長期借入金
（短期借入金を含む）

負　債　計

合　　計

73,910,875,217

貸借対照表計上額

(81,986,034,000)

差　　額

レベル１

　借入金等の使途は、事業投資資金（長期固定）であり、将来の金利動向によっては高い金利で借り換えざる
を得ないという金利の変動リスクに晒されています。

　借入金は、国立研究開発法人森林研究・整備機構法第20条の償還計画に基づき管理しております。

　当法人の水源林勘定においては、資金運用は短期的な預金等に限定しております。

　借入金の発生利息の一部は国庫補助金等により補填されております。

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（注２）現金及び預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、
       注記を省略しております。
　　　　また、貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目についても、記載を省略しております。

　これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

区　　分

長期借入金
（短期借入金を含む）

(△ 8,075,158,783)

時　　価

レベル３

－

－

レベル２

73,910,875,217

73,910,875,217

－

－

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

73,910,875,217

区　　分



（退職給付引当金関係）

（１）採用している退職給付制度の概要

　　

（２）退職給付債務の期首残高と期末残高 （単位：円）

（３）退職給付債務に関する事項 （単位：円）

（４）退職給付費用に関する事項 （単位：円）

（５）退職給付債務等の計算に関する事項

①割引率（単一の加重平均割引率）

②退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

③過去勤務費用の費用処理年数 12年

④数理計算上の差異の処理年数 12年

2.70%

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生翌年度以降定額法により費用処理を行っております。）

119,035,624

区　　　　　　　　　　　　分

 勤務費用

 利息費用

 過去勤務費用の費用処理額

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生時から定額法により費用処理を行っております。）

 数理計算上の差異の費用処理額

 退職給付費用

当　期
（自 令和７年４月１日

　  至 令和８年３月31日）

139,131,560

17,466,305

△ 37,823,273

261,032

当　期
（自 令和７年４月１日

　  至 令和８年３月31日）

1,976,268,062

139,131,560

17,466,305

△ 377,526,983

△ 93,100,247

1,662,238,697

区　　　　　　　　　　　　分

退職給付債務の期首残高

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の当期発生額

退職給付の支払額

期末における退職給付債務

△ 352,688,757

△ 301,498,289

2,316,425,743

 退職給付債務

 未認識数理計算上の差異

 未認識過去勤務費用

 退職給付引当金

　確定給付型の制度として、役員について森林研究・整備機構役員退職手当規程、職員について森林研究・
整備機構職員退職手当支給規程による退職一時金制度を設けており、退職給付債務の算定にあたり、退職給
付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。

区　　　　　　　　　　　　分

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

（Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ）

当期末
（令和８年３月31日現在）

1,662,238,697



（固定資産の減損関係）

（１）減損の兆候が認められたが、減損を認識しなかった固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
（単位：円）

（２）認められた減損の兆候の概要

（３）減損を認識しない理由

（４）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
（単位：円）

（５）減損の認識に至った経緯

（６）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の固定資産ごとの内訳

（単位：円）

（７）回収可能サービス価額

場　　所

東北北海道整備局管内

関東整備局管内

中部整備局管内

帳簿価額区分

区分 帳簿価額

種　　類

① 水源林

水源涵養等公益的機能の発揮

〃

〃

〃

②

中部整備局管内

近畿北陸整備局管内

② 水源林 東北北海道整備局管内

関東整備局管内

種　　類

水源林

東京都板橋区

減 損 額

472,362,130

537,149,829

185,894,270

202,304,813

中国四国整備局管内

九州整備局管内

〃

〃

職員宿舎建物

　②水源林については、今年度造林木売買契約の締結、又は造林木の伐採に係る施業の承認がされたため、当
該資産を法人自らが使用しないという決定を行い、当該決定を行った日の属する事業年度内における一定の日
以後使用しないという決定であるので、減損を認識しています。

建物

区分

④ 建物 東京都世田谷区 1 職員宿舎建物

⑤ 土地 東京都世田谷区

184,174,584

583,609,113

877,902,220

1

171,906,035

154,442,345

153,192,891

442,043,013

670,523,819

東北北海道整備局管内

〃関東整備局管内

中部整備局管内

近畿北陸整備局管内

　②水源林については、実際の売却価額もしくは当事業年度末において見込まれる売却価格を正味売却価額と
しています。

③

中国四国整備局管内

九州整備局管内

〃

〃

〃

場　　所

〃

種　　類

7,360,196,856

4,309,765,328

2,174,648,025

2,958,319,847

5,193,350,599

16,302,898,609

場　　所

中国四国整備局管内

九州整備局管内

用　　途

近畿北陸整備局管内

用　　途

水源涵養等公益的機能の発揮

〃

〃

〃

〃

〃

　①水源林については、造林木の販売（造林地の更新又は返還を伴うものに限る）を実施することとして、次
期中長期計画の収支予算に計上し、今後当該資産の使用可能性（水源涵養等公益的機能の発揮）の著しい低下
が見込まれると判断しています。

　①水源林については、造林木の販売（造林地の更新又は返還を伴うものに限る）を実施することとして、次
期中長期計画の収支予算に計上していますが、現時点では、造林木売買契約の締結、又は造林木の伐採に係る
施業の承認がされていないため、売買契約の成立、又は施業の承認までの間は、当該資産がその使用目的に
従った機能を有しているため、減損を認識していません。

　③④⑥⑦⑧建物については、帳簿価格１円のため減損額は発生しておりません。
　⑤土地については、回収可能サービス価額が帳簿価額を上回っていることから、減損額を計上しておりませ
ん。

　③建物については、令和３年７月８日に、　④建物、⑤土地については、令和６年８月26日に、⑥⑦⑧建物
については、令和８年３月３日に、法人自らが使用しないという決定を行っており、減損を認識しました。

備　　考

その他行政コストとして計上

⑧ 建物 奈良県奈良市 1 職員宿舎建物

1,170,000,000 職員宿舎用地

⑥ 建物 奈良県奈良市 1 職員宿舎建物

⑦ 建物 奈良県奈良市 1 職員宿舎建物



（リース取引）

オペレーティング・リース取引

貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 円

貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 円

（収益認識関係）

（１）収益の分解情報

（２）収益を理解するための基礎となる情報

（３）当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

（重要な会計上の見積り（水源林資産の評価））

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

水源林 円

減損損失相当額 円

（２）会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報

①減損の兆候の判定

②減損の認識の判定

③減損額の測定

1,205,359,251,591

2,064,470,233

　なお、減損の兆候が認められたが減損を認識しなかった固定資産の概要、減損を認識した固定資産の概要及
び計上した減損額の詳細は、注記事項（固定資産の減損関係）に記載しております。

　造林木の販売（造林地の更新又は返還を伴うものに限る）を実施することとして次期中長期計画の収支予算
に計上したものを、使用可能性（水源涵養等公益的機能の発揮）が著しく低下したものとして減損の兆候を把
握しております。収支予算に計上しなかった場合であっても、当事業年度に造林木売買契約の締結等を行った
場合には、法人自らが使用しないという決定を行ったものとして、減損の兆候を把握しております。
　また、帳簿価額に対する、木材価格をもとに試算した市場価格の著しい下落（帳簿価額からの下落割合が
50％以上）の有無等についても検討しております。

　減損の兆候を把握した資産のうち、当事業年度において造林木売買契約の締結、又は造林木の伐採に係る施
業の承認がされていないものは、その使用目的に従った機能を有しているため、減損を認識しておりません。
　また、当事業年度に造林木売買契約の締結、または造林木の伐採に係る施業の承認がされた資産は、法人自
らが使用しないという決定を行った日の属する事業年度内における一定の日以後使用しないという決定に該当
するため、減損を認識しております。

　減損を認識した水源林については、実際の売却価額もしくは当事業年度末において見込まれる売却価格を正
味売却価額として算定しております。
　また、減損の兆候が存在する資産のうち、翌事業年度において造林木売買契約の締結、又は造林木の伐採に
係る施業の承認がされた場合には、翌事業年度の財務諸表に減損額が計上されます。

　水源林勘定における一定の事業等のまとまりごとの区分は、「水源林造成事業」のみであり、主なサービス
等の種類は分収造林収入及び販売･解約事務費収入であります。上記に係る一定の事業等のまとまりごとの区分
における収益は分収造林収入398,748,554円、販売･解約事務費収入1,931,339,534円であります。

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

　当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格は、該当ありません。

86,995,492

179,055,130

　当法人の水源林勘定においては、以下に記載する内容を除き、会計基準第８６における収益に重要性が乏し
いため、注記を省略しております。




